
  

「経済センサス-活動調査」導入に伴う年次推計の見直しについて 

 

 

 

１ 代替推計の基本スキーム 

 

 現行の年次推計において、工業統計を情報源とするのは、「コモディティ・フロー法」と

「付加価値法」である。各項目の関係のイメージは以下の通り。 

 

A コモディティ・フロー法 

産出額＝出荷額＋自己消費＋製品在庫増減額＋半製品・仕掛品在庫増減額 

 

B 付加価値法 

中間投入比率＝前年中間投入比率×中間投入比率伸び率 

 

＜基本スキームの現行推計と代替推計の比較＞ 
 現行の確報 「代替推計」 

(1)推計の流れ ・出荷額からのコモディティ・フロー法
（在庫は別立て推計） 
・産出額（出荷＋在庫）、投入額からの
付加価値法 

・産出額からのコモディティ・フロー法（品
目別在庫額を推計・控除し、出荷額を推計）
・産出額（出荷＋在庫）、投入額からの付加
価値法 

(2)推計項目 
 

  

 コモ
ディ
テ
ィ・
フロ
ー法 

出荷額 ・工業統計速報による産業別出荷額 
・前年工業統計の産業別・品目別出荷額

・産出額と在庫額から推計 

 産出額 ・出荷額と在庫額から推計 ・生産動態統計の品目別生産額、生産量×
価格指数等 
 

 在庫（純増）
額 
 

・工業統計の産業別原材料在庫、仕掛品
在庫、製品在庫等を利用して出荷額・産
出額に対する在庫変動率を推計 

・ＩＩＰ在庫指数、法人企業統計調査の産
業別棚卸資産などのストック値を利用し純
増（量）を推計 
 

 付加
価値
法 

中間投入額 ・工業統計の産業別原材料使用額等 ・法人企業統計調査等の産業別経費データ
による中間投入の推移から推計 
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コモディティ・フロー法の推計イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（流通部門）

  卸売 
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（生産者販売）

輸    入 

産   出 
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総固定資本

形成
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中 間 消 費 

原材料在庫増

出  荷 

輸    出 

運   賃 マージン 

国内総供給

マージン運   賃 流通在庫増 

製品在庫増 仕掛品在庫増  

関税+輸入

品商品税 

代 替 推 計 

工 業 統 計 

経済産業省生産動

態統計や各省統計

等 

法人企業統計 ＩＩＰ 
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付加価値法の推計イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中間投入比率の主な推計資料
農林水産業 産業連関表、農業経営統計、海面漁業生産統計、漁業経済調査、農業協

同組合経営分析調査他
鉱業 産業連関表、本邦鉱業のすう勢調査、石油等消費構造調査（商工業）、工

業統計調査、物価指数月報
製造業 産業連関表、法人企業統計、工業統計調査
建設業 産業連関表
電気・ガス・水道業 産業連関表、法人企業統計、本邦鉱業のすう勢調査、工業統計調査、資

源・エネルギー統計年報、経済産業省生産動態統計、電気事業便覧他
卸売・小売業 産業連関表、商業統計、中小企業経営調査、法人企業統計、中小企業実

態基本調査
金融・保険業 産業連関表、全国銀行財務諸表分析
不動産業 産業連関表、法人企業統計
運輸・通信業 産業連関表、外航海運会社有価証券報告書、港湾運送業有価証券報告

書、定期航空輸送業有価証券報告書、旅行会社有価証券報告書他
サービス業 産業連関表、科学技術研究調査、病院経営実態調査報告、民間非営利

団体実態調査、中小企業経営調査、特定サービス産業実態調査他  

産業連関表Ｖ表 
産業別商品産出表 

産業連関表 
（基本表） 

【基準年】ＩＯベースＶ表
産業別商品産出表 

ＳＮＡ Ｖ表 
産業別商品産出表 

【製造業部門】 

「工業統計」から組み替え

【非製造業部門】 

 基準年のＩＯベースＶ表構

成比及びコモ商品別産出額

等から推計 

「工業統計」 
（産業×品目出荷額）

商品別産出額等 
（コモ推計値） 

【基準年】ＩＯベースＢ表 
産業別商品投入係数 

【基準年】ＩＯベースＵ表 
産業別商品投入表 

ＳＮＡ 産業別中間投入額

産業別中間投入比率 
（中間年次で推計可能な基礎

資料から産業別に中間投入項

目別中間投入比率を推計） 

産業別中間投入構成比 
中間消費デフレータでイン

フレート

【基準年】産業別 
中間投入額 

【基準年】ＩＯベースＡ表 
（商品投入係数表） 

商品技術仮定より 

「工業統計」 
（産業別 原材料使用額、
燃料使用額、電力使用額） 

代替推計 

法人企業

統計 
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